
議案第７２号

杉並区長等の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

平成２３年１１月２４日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区長等の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

第１条 杉並区長等の給与等に関する条例（昭和３２年杉並区条例第１５号）の一

部を次のように改正する。

別表第１区長の項中「１，１１７，０００円」を「１，１１４，８００円」に

改め、同表副区長の項中「８９５，０００円」を「８９３，２００円」に改める。

第２条 杉並区教育委員会教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例

（昭和５４年杉並区条例第１８号）の一部を次のように改正する。

第２条中「７６万７，０００円」を「７６万５，５００円」に改める。

第３条 杉並区監査委員の給与等に関する条例（平成３年杉並区条例第１６号）の

一部を次のように改正する。

第２条第１項第１号中「６９万円」を「６８万８，６００円」に改め、同項第

２号中「６７万１，０００円」を「６６万９，７００円」に改める。

附 則

１ この条例は、平成２４年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

２ 平成２４年３月に支給する期末手当の額は、この条例による改正後の杉並区長

等の給与等に関する条例第５条、杉並区教育委員会教育長の給与、勤務時間その

他の勤務条件に関する条例第８条又は杉並区監査委員の給与等に関する条例第４

条第４項の規定にかかわらず、これらの規定により算定される期末手当の額（以

下この項において「基準額」という。）から、次に掲げる額の合計額（以下この

項において「調整すべき額」という。）に相当する額を減じた額とする。この場

合において、調整すべき額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。

(１) 平成２３年４月１日（同月２日から平成２４年３月１日までの間に新たに

区長、副区長、教育委員会教育長又は常勤の監査委員（以下この号において



「区長等」という。）となった者にあっては、新たに区長等となった日）にお

いて区長等が受けるべき給料及び地域手当の月額の合計額に１００分の０．２

を乗じて得た額（次項において「基礎額」という。）に、平成２３年４月から

施行日の属する月の前月までの月数（同年４月１日から施行日の前日までの期

間において区長等として在職しなかった期間がある者にあっては、当該月数か

ら当該期間のある月数を減じた月数）を乗じて得た額

(２) 平成２３年６月に支給された期末手当の額に１００分の０．２を乗じて得

た額

(３) 平成２３年１２月に支給された期末手当の額に１００分の０．２を乗じて

得た額

３ 基礎額又は前項第２号若しくは第３号に掲げる額に１円未満の端数を生じたと

きは、これを切り捨てるものとする。

（提案理由）

区長等の給料月額を改定する必要がある。



杉並区長等の給与等に関する条例等の一部を改正する条例新旧対照表（抄）

第２条による改正（杉並区教育委員会教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に

関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（給料） （給料）

第２条 教育長の給料の額は、月額７６ 第２条 教育長の給料の額は、月額７６

万５，５００円とする。 万７，０００円とする。

第３条による改正（杉並区監査委員の給与等に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（給料及び報酬） （給料及び報酬）

第２条 識見を有する者のうちから選任 第２条 識見を有する者のうちから選任

された監査委員で常勤のもの（以下 された監査委員で常勤のもの（以下

「常勤の監査委員」という。）の給料 「常勤の監査委員」という。）の給料

の額は、次のとおりとする。 の額は、次のとおりとする。

(１) 代表監査委員 月額 ６８万 (１) 代表監査委員 月額 ６９万

８，６００円 円

(２) その他の監査委員 月額 ６６ (２) その他の監査委員 月額 ６７

万９，７００円 万１，０００円

２及び３ 略 ２及び３ 略

資 料 １



資 料 ２ 

給料月額の改定の概要 
 

杉並区長等の給与等に関する条例等の一部を改正する条例 
 

項 目 改 正 内 容 

給 料 

 

 

 

 

 

 

 
 

給料月額を 0.20％引き下げる。 

職   名 現  行 改  正 

区   長 1,117,000 円 1,114,800 円 

副 区 長 895,000 円 893,200 円 

教 育 長 767,000 円 765,500 円 

代表監査委員（常勤） 690,000 円 688,600 円 

その他の監査委員（常勤） 671,000 円 669,700 円 
 

施 行 期 日 等 

 

 

１ 平成２４年１月１日から施行する。 

２ 平成２４年３月支給の期末手当の額について、平成２３年４月からの年間給

与に係る必要な調整措置を講ずる。 

 




